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I はじめに
最近のわが国の物価運動にみられる 1つの特徴は，かって景気動向に対してかなり忠実
に反応していた卸売物価指数が昭和4Q!J三頃から漸騰傾向を示しており，昭和45年以降の最
気後退期にはかえってこの上昇傾向が強まっていることにある。この現象の解明には，い
うまでもなく，通貨面の分析を含む現代資本主義のもとでの物価上昇メカニズムについて
の包括的研究が必要であろう。しかしここではとりあえず，この現象を惹起した重要な一
因として，しばしば，管理価格要因があげられていることに注目したい1)。このような管
理価格要因への着目は，新日鉄誕生に象徴されるように，諸産業の市場構造に独占的市場
支配力を強化する方向での変化が起った，との認識にもとづいていたと思料されるが，い
ずれにしても，今後，わが国においても理論・実証の両面での管理価格研究へのインセン
テイプが強まるであろうことは想像に難くない。また，そのなかで，ょうやく導入期を経
過し終えた産業組織論的分析手法がこの分野の研究に活用されるなかで，わが国の産業分
析の手法としての具体化とその再検討をより強く求められるであろう，という期待をもい
だきうる。
ところで，管理価格要因が一般的な物価水準の上昇に果した役割を検出しようとする場
合，これに先立って，管理価格要因といわれるものの指標を何に求めるか， ということが
明らかにされる必要がある。すなわち，実証に耐えうる管理価格の規定が与られねばなら
ない。このことは，管理価格，あるいは管理価格インフレーションの実証分析に際してま
ず留意すべき点であろう。しかし，このような規定にかんしては，後述するようにきわめ
1)公正取引委員会事務局編『管理価格(1X2l』に集中的表現をみるわが国の管理価格の実
態分析の進展は，物価問題の一環としての管理価格問題に対するこのような関心を背景
としている。
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て困難な問題が伏在するのであって，単純な解答は期待しがたい。本稿がとりあえず注目
するのは，この点である。 しかも， このような規定を与えようとする場合， その上さら
に，管理価格の一般的概念そのものがアメリカでの約40年にわたる管理価格論争2)にもか
かわらず必らずしも明らかになっていない，ということも看過しえない。
本稿では以上の諸点に留意しつつ，わが国の管理価格の実証分析の準備作業として，ァ
メリカでの管理価格論争の経緯をフォローすることにより次の諸点の検討を行ないたい。
それらの諸点は，まず，管理価格の諸定義を批判的に検討するなかで，管理価格の基本的
性格一管理価格概念の基本的規定ともいいうるもの一ーを抽出することであり，第2
に，この概念規定のうえにたって，実証分析を行うに際しての管理価格要因の指標は何に
求められるかという問題に対して一定の答えを引き出すことである。管理価格とインフレ
ーションの関係は，とくに1950年代のアメリカでの論争の中心問題であり 8)J わが国での
管理価格への一般の関心もこの点にあるのであるが，本稿ではこの問題を直接に扱うので
はなく，この問題に接近するための前提として，上記の2問題の検討を行ないたいc
I 管理価格の諸定義
管理価格論争は，周知のように， 1930年代の中頃にG.C.ミーンズによってなされた問
2)この論争過程で発表された主要文献については本稿末尾の文献一覧を参照されたい，
但し，この一覧は，主要文献をヒ°ック・アップしたものにすぎず，完全な文献目録には
程遠い。 なお， 本稿での引用・参照文献のうち， この一覧記載の文献については， 筆
者，文献名等の再掲は避け，文献番号をカッコ内に記すことでこれにかえる。
3)管理価格インフレーションは，おもに，管理価格が財政・金融政策の有効性に限界を
付するのではないか， との視点から提起されてきた（例えば，（文献26)の A.P. ラー
ナー論文）。また，これの実証分析については， 一方では， ミーンズ（文献16)が管理
価格品目を抽出（その抽出の仕方に問題があることは後述）したうえで，それらの品目
が価格上昇率が大きく， しかも全品目に占める比重が大であることを指摘しているのに
対し， H.J.デボドウィン•R. T. セルデン（文献25),L. W. ワイス（文献28)は，そ
れぞれ価格変化を被説明変数とし，集中度を説明変数とする回帰分析を行なっている。
この場合，両者の関連性は極度に弱いとの結果が得られるのであるが，ワイスは，説明
変数としてさらに産出高の変化（需要の変動を示す変数として）， 直接費用の変化を加
えるなら，価格と集中度には有意な相関関係が見出しうることを指摘した（但し，ワイ
スのこの調査結果は， 1953年~1959年の期間については首いえても， 1959~63年の期間
にはこの相関は見出しえないのであって， そのことから彼は， 「価格が高集中産業で相
対的に上昇するとの傾向は一時的現象であった」という）。
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題提起一大企業による価格管理が価格の硬直性を生みだしているという問題提起—に
その起源をもっている（文献1)。当時この問題提起が大きな脚光を浴びた一因は， 管理
価格が当時の深刻な不況局面からの脱出を困難たらしめている主因ではないのか，という
その問題意識にあったと考えられる。しかるに戦後， 1950年代に管理価格論争は再度の息
吹きを得るのであるが，この場合には，管理価格がクリービング・インフレーション（最
近ではスクグフレーション）の主因であるや否やという点がその問題意識になっている。
このように，管理価格問題は，時代とともにその問題意識の変化をみており 4), また，そ
のなかで，管理価格論争は，理論と実証の両面にわたって，きわめて多様な論点を包含し
てきた。
ここでひとまず，管理価格をめぐる諸論点を列挙するなら，それは，①管理価格の概念
規定そのもの，およびかかる概念提起の当否，②管理価格の実証に際しての規定，③管理
価格を価格そのものの動きにおいて把えるとすれば，それはどのような指標—たとえば，
価格変動の頻度，価格変動の幅一ーによって測定すべきか，という問題，④このような指
標の測定方法，⑥価格決定要因ー一費用，需要の状態―との関係でみた価格の伸縮性，
⑥経済力の集中，もしくは市場構造との関連，⑦市場構造上の一要因である市場集中に着
目する場合，これと価格ヒらヘイビアとの関係についての種々の実証結果，⑧マーク・アッ
プ方式等の価格設定方式，⑨総需要の減退とかインフレーションといった管理価格の及ぼ
す経済効果，⑩管理価格の当否，⑪管理価格に対する対策（財政政策の効果をめぐる議論
も含む），等であり，きわめて多岐にわたるものであった5)。
しかしながら，本稿の課題はこれらの論点の細部に立ち入ることにあるのではない。こ
4)この問題意識はいずれもマクロ的視角をもつものである。このことが管理価格問題を
きわめて複雑な（あるいは，きわめてあいまいな性格をもつ）問題にしていると考えら
れるが，いずれにしても，この点についての配慮は管理価格問題の検討に際して欠かせ
ない。
5)原豊氏も指摘しておられる(「“管理価格”と公共政策(1)」，『青山経済論集』第20巻第
4号， 1969年3月， 19~20ページ）ように， E.S. メイソンは，価格伸縮性をめぐる綸
争が①価格ビヘイビアのクイプ，②価格と他の経済変数の変化との関連性，⑧現実の価
格ビヘイビアと望ましい価格ビヘイビアとの関連性，という 3つの論点に分けて考えう
るとの見方を提示し，これらをそれぞれ，価格伸縮性の統計的，理論的，規範的意義と
名づけている（文献 4,p. 54, p. 64, 文献 19,p. 111, p. 132)。 この見方は，価格
の伸縮性において管理価格を規定する場合の1つの論点整理の仕方を示すものであると
考えられる。
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こではさしあたり，管理価格概念の規定を明らかにするという意図に従いつつ，管理価格
論争にみられる諸論点を幾分ともフォローしてみよう。
(1) 1930年代の議論
管理価格をめぐる議論は周知のように T.N.E.Cにおけるミーンズの問題提起に源を発
するのであるが，その際の彼の問題意識は，先にも触れたように，近代的な産業組織とし
ての大企業体制が「自由市場」を破壊し，少数の企業の手に産業政策の形成をゆだねるに
至ったこと，しかもこのような企業が需要の減退に直面して価格よりも生産量を切り下げ
るために失業増と所得の減少，一層の需要減退がその帰結として生じることにあった。つ
まり，大企業のとるビヘイビアこそが当時の大恐慌とその後の深刻な不況の主因であり，
また回復過の主要な障碍であるとの認識に立っていた。このような認識のもとに，彼は価
格ビヘイビアの一特徴一価格の硬直性—―ーに着目し，これに大企業による価格管理の表現
をみた（文献1,2)。しかるに，この硬直的価格，すなわち管理価格は，価格変化をつうず
る「自動的経済調整」—それは経済的資源を完全に利用するような近似的均衡を生みだ
す―とは両立しないのであって， ミー ンズはそこに， ［伝統的な像」と「企業政策の現
実」との間の鋭い矛盾を見い出した (2,p. 33)。
その場合，彼は，管理価格について， 「管理的行為により設定され， かつ一定期間変動
しない価格」（文献1)と定義しているのであるが， これは， 価格の設定方法と価格ヒやヘ
イビアの2面から管理価格の定義を与えるものであった。しかし，彼は，それとともに，
その実証面での規定という意味では，価格ビヘイビアの一指標である価格の変動頻度にと
くに注目していた。管理価格の実証にかんするこの時点でのミーンズの方法をあらかじめ
みておくならば，それは，まず1929年~1935年まで6)の卸売物価指数の各品目の変動回数
を調べ，この変動頻度によって各品目を10グループに分類し，この各グループの価格上昇
率を比較する，というものであった。この方法により彼は，変動頻度の大きい品目ほど不
況期には価格下落が大きく，景気回復期にはより上昇率が高い，との分析結果を得た（文
献 2, pp. 24~5)のであるが， この結果は，管理価格が，不況期における生産抑制・価
格維持の原因であることを示唆するものであると考えられた7)。
6) (文献1)においては， 1929年~1933年であったが，（文献2)においてこれに1934年
~1935年を接合した。
7)ミーンズは，戦後，ィンフレーションとの関連において管理価格を実証するに際して
も類似の手法を用いている。すなわち，彼は1926年~1933年の価格の変動頻度により諸
品目を管理価格，市場価格，混合価格の 3つのクイプに分類し，それぞれのクイプにつ
いて1953年~1957年の価格変化率を測定している（文献 16,part 1, part 9)。
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しかるに，価格の非変動性を管理価格の指標とするこの規定は，価格が需要の変動に即
時的に反応しないこと，したがってまた，価格が大企業の管理的行為によって設定されて
いる可能性があることを示すものとして，以後の議論の進展を触発した。しかしながら，
価格硬直性の問題（それも，実証面では価格の変動頻度の問題と同一視されている）に限
定した管理価格の定義は少くとも次の2点において問題を含んでいたと思われる。第1
に，たとえ大企業の価格政策との関連で価格の硬直性を扱うとしても，そのような価格政
策がどのような市場メカニズムをつうじて実現するのか，という点の考察を抜きにしては
説得力のある議論とはなりえない。管理価格論がしばしば，大企業の恣意的な価格政策の
実現可能性を想定しているかの如き印象を与えるのも， ミーンズ自身の問題提起が大企業
体制にかんする問題提起としての性格をもっていたことに起因すると思われる。もちろん
彼もまた，企業の市場シェアーが非常に大きい場合，その企業は，自己の行動が価格に及
ぼす効果を考慮せざるをえない，ということ，そのことからして個別企業の直面する需要
曲線に変化が生ずることをも断片的に指摘しているのである（文献 2,p. 33)が，それに
もかかわらず，この指摘が彼の管理価格論に生かされているとはいいえない。彼において
は，諸産業の市場構造の相違．およびそれにもとずく市場支配力との関連において価格ヒ・
ヘイビアを把える，という視点が軽視されていたことは否めない。
このことはまた，専ら価格ビヘイビアのタイプにおいて管理価格の問題性を見出すこと
から出てくる第2の問題とも係わっている。 D.V. ハーパーは，ミーンズの管理価格概念
の提起に対して， ミーンズの定義では「今日の工業製品価格は殆んど網羅的に管理価格の
枠内に含まれてしまう」のであって， 「この概念は，価格決定の一手法をいうものであっ
て，はげしい競争の欠除を示すものではない」8)との批判を提出している。
この視点に立てば，たとえ価格の非伸縮性が大企業製品により多くみられるとしても，
それはそれ自体として何らかの問題性をもつとはいいえないのであって，このような批判
は管理価格論者にとっても有効な反論を加ええない論点を含んでいた。ミーンズ自身，管
理価格の当否について語る場合，「私は，硬直価格， 管理価格が悪であるあるとは言って
いな八それは近代技術に固有のものと思われる」といい，私企業による意織的な「経済
調整」の一方法としての価格管格が，必らずしも経済の「一般的調盤」を生みださないこ
とに問題を見出している（文献 2,p. 35)のであるが，このような見解は彼の管理価格論
における問題の焦点をあいまいにするものといわざるをえない。管理価格をめぐる議論に
8) D. V. Harper, Price Policy and Procedure, 1966, p. 21. 
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おいててしばしばみられる混乱は，それがミーンズにおいて当初，専ら価格の硬直性（な
かんずく価格の変動頻度）においてその定義を得たことにあったのではないか，とも思わ
れるのである。
この2つの問題は，すでに1930年代の議論においても意識されていたと思われる。例え
ば，第1の問題については，管理価格論の擁護者の側に立って，売手の少数性との関連を
理論的に説明しようとした R.C.ウッドの試み（文献 5,pp. 668~9)をみることができ
る。彼は，売手の少数性が製品差別化と同様に，個別企業の直面する需要曲線を右下りた
らしめる要因であり，そのことが，企業に価格政策上の選択の余地を与える，という点に
分析の中心をおいていた9)。
また，第2の問題についていうならば，価格の非伸縮性をめぐる議論は管理価格問題が
提起された後にとくに脚光を浴びるようになったけれども，その以前にこの問題が注目さ
れていなかったわけではない。しかるに，メイソンは，前述のように価格の伸縮性をめぐ
る諸論点を整理したのであるが，そのなかで彼は，他の経済変数との関連でみた価格伸縮
性の問題に特別の重要性を付し10), 最気動向との関連でみた価格伸縮性について， 1890
年~1935年の長期趨勢の実証分析を行なった11)。
また• J.T. ダンロップは． たんなる変動頻度ないしは変動幅ではなく， 次の3つの意
味をもつものとして価格硬直性を規定している（文献 6,pp. 523~7)。 彼においては．
9)もっとも，右下がりの需要曲線への注目がそのまま，寡占価格の一形態としての管理
価格論の根拠を提供するものとなりうるわけではない。このことについては後述。
10)メイソンも指摘する（文献 4,p. 56, 文献 19, p. 115)ように，この視点も例えば
H. L. モーアにおいてみることができる。ただし，モーアにおいては，需要曲線は一定
と想定されており，その場合に価格伸縮性が需要の弾力性の逆数としてとらえうること
を示したにすぎない。 H. L. Moore, "Elasticity of Demand and Flexibility of 
Prices", Journal of the American Statistical Association, 1922; "Partial Elast-
icity of Demand", Quarterly Journal of Economics, 1926; "Pantaleoni's Prob-
lem in the Oscillation of Prices", Quarterly Journal of Economics, 1926, なお
上記の関係は， T/=需要の弾力性， </,=価格の伸縮性， Y=商品の単位当り価格， X=価
dy I血格yでの商品の需要量， とすれば， </,= -dx dy = 1 了了—―一／—一で示される。
X y T/ 
11)この分析結果によると，価格の変動頻度と変動幅の長期趨勢については格別の変化は
みられないけれども，景気動向との関連でそれらをみると，価格伸縮性は減退傾向にあ
るという。
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価格の硬直性は，① 「伸縮度 (degreeof flexibility)」一ー全商品の一定期間の価格変
化率に対する特定商品の価格変化率の割合――，② 「産出高伸縮性(outputflexibility)」
ー産出高／価格比率の変動――，③ 「独占度」一（価格一限界費用）／価格—， と
いう 3つの側面において把握されるのであるが，そのなかでも分析上とりわけ重要な意味
をもつのは，「独占度」であるといわれる。この場合，「産出高伸縮性」は，産出高との関
係において価格ビヘイビアの特徴を検出しようとすことによって，変動頻度ないし変動幅
の縮小がその可能性を示唆していた需要変動に対する価格の非感応性を明示するものと考
えられる。さらにまた，ラーナーの規定12) に従う「独占度」は，競争の不完全さを価格
と費用の関係において示す指標として提起されているのであって，これは，独占的価格・
産出高政策にもとづく価格ビヘイビアが資源のミス・アロケイションに帰結するであろう
という視点に結びつくものである。
さらに， A.C.ニールにおいては一定期間の価格変化と，需要および費用の変化との関
係について産業別の実証を行なっている（文献11)が，この研究も価格ビヘイビアを他の
変数との関係で把握しようとする志向を示していた18)。
しかしながら，それのもつこのような問題にもかかわらず，これが提起された当初，管
理価格論は，計画立案者と反トラスト関係者の両者によって広汎に受け入れられた。しか
し，それとともにミーンズの分析は，彼の政策上の基本視点（管理価格は独占的共謀の問
題というより，むしろ技術発展の問題であるがゆえに，反トラスト的行動によって事態を
改善する希望は殆んどない， という視点）に必らずしも同意しない人々の手に渡ることに
なる。 E.W.ホーレイによれば，そのような人々としては，一方には，小企業を保護し，
分権化を社会的善として擁護しようとする立場に立つネオ・プランダイジアンがあり，他
方では消費者主権に立脚する L.ヘンダーソン (Henderson),C. エドワーズ (Edwards)
等の経済学者がいた14)。
反トラスト関係者の見解は，「独占」を告発するために管理価格概念を用い， 大企業の
価格管理行為を問題にするという，その一点においてはミーンズに同意するとしても，彼
12) A. P. Lerner, "The Concept of Monopoly and the Measurement of Monopoly 
Power", Review of Economic Studies, June 1934. 
13)ニールのこの文献については，（文献13のローゼンプルースのディスカッション），（文
献14),(文献22)等で論ぜられており，本稿はこれらの研究に依処している。
14) E. W. Hawley, The New Deal and the Problem of Monopoly, 1966, pp. 295~7. 
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らの志向するものは，不公正な取引の除去，高度の集中の排除による競争社会の実現であ
り， この点でミーンズとは決定的に異った見地に立っていた。しかるに，そのことは，管
理価格そのものをどのように把握するかという点についても微妙な視点の相違を生み出す
ことになるのであって， 彼らの場合には，管理価格を実現させる市場機構が問題であっ
た。この視点の相違が顕在化するのは， 1930年代の後半 (1938年）以降であり，そのなか
で価格ヒ｀ヘイビアを他の経済変数との関係において考察しようとする前述のメイソン等の
研究が多数出現する。
ところが，厳論のこの方向への進展につれて，管理価格概念の提起そのものに対して
も否定的な評価を与える傾向も強まった。例えば， s.ネルソン， w.カイムの研究は，商
慣行，製品の性質，需要の弾力性といった要因が価格伸縮性に果す役割に注目し（文献
9, pp. 11~4, p. 51), また， w.ソープと w.クラウダーは，高集中産業の製品価格と
産出高が不況期と景気上向期のいずれの時期にも，低集中産業ときわめてよく似た変化を
しており，市配集中度よりも製品の諸特徴（耐久性，ューザーのタイプ等）の方が価格，
産出高ビヘイビアをよりよく説明しうる， との実証結果を示し15)(文献 10,p. 411)い
ずれもミーンズの問題提起の意義について疑問を提出した16)。 しかるに， 1930年代末の
議論はその開始後程なく，戦時経済への移行と景気上向のなかで途絶えてしまうのであっ
て，結局のところ，この時点では，議論の方向も明確には定まらないまま，幾多の譜論の
素材が提出され，種々の問題提起がなされた，というにとどまった。
(2) 1950年代以降の議論
第2次大戦後に，不況期の価格ヒ｀ヘイビアの問題にかんする議論再開の口火を切ったの
は1955年の J.M.ブレイアの論文（文献13)であった。彼は， 1897年~1903年の大合同運
動の以前 (1890~7年）と以後 (1929~33年）とで同一製品の価格ビヘイビアに変化がみ
15) J. バックマンもほぼ同様の見解を提示した（文献 12,p. 433). 
16)この時点の厳論をいささか単純化していえば，管理価格論を擁護する者としては， ゥ
ッド，ガルプレイスがあり， 否定的な立場をとる者には， ソーフ゜， クラウダ， タッカ
ー，バックマン，メイソン， D.D.ハンフリー (Humphrey),A. C. ニー ル， E. ドプ
リンをあげうる (J.M. Blair. 文献 13,p. 566)。 しかし，例えば，メイソンの場合，
価格硬直性という価格ビヘイビアによる規定についてミーンズに対する批判をしている
としても，先にみたように，景気動向との関連でみた価格の非伸縮性が歴史的にみてそ
の重要性を増していることについては肯定的である。したがって，この分類は， ミーン
ズに対する批判的視点の有無にもとづくと考えた方がよいかもしれない。
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られるかどうかを検討し，産業集中にもとづく価格硬直性の増大を検出する（文献13)と
ともに，ミーンズ，ソープ，ニールの諸研究に対して，おもにデータの選択と統計処理の
側面から批判的検討を加えた（文献14)。 このうち， 後者の検討については，その後． ミ
ーンズ，ソープの評価をめぐって．バックマンの批判とプイレアの反論がなされた（文献
17)。しかしながら，この期の議論について言うなら， G.ローゼンブルースがプレイア論
文に対するディスカッションのなかでこの「重要な論争の再開」に期待した（文献 13,p. 
601)にもかかわらず， つまるところ， 戦前の論争の焼直し以上ではなかったといわざる
をえない。なお，ローゼンプルースがこのデイカッションにおいて，今日のアメリカ経済
における市場支配の典型は共謀にはないのであり，したがって共謀以外の要因による市場
支配に起因する価格硬直性を抽出する必要があること，しかしまた，市場支配と関係のあ
るこのような価格硬寵性のあてはまる事例は限定されており，これと「望ましい価格硬直
性」とを区別する必要があること，を指摘することで，討論の方向に一つの示唆を与えて
いることは付言しておくべきであろう。
この過渡期の論争に続く（一部前後していたが）戦後の議論の本格的展開は， 1957年7
月にはじまる反トラスト・独占小委員会の公聴会記録の相次ぐ刊行，ならびにこれに触発
された諸研究の発表においてみることができる。このうち公聴会記録については管理価格
の理論的側面の究明を意図する報告書17)が公刊されている（文献26)が，この報告書を含
め．この時期以降の諸研究は，先にも述べたように，朝鮮戦争後のクリーピング・インフ
レーション（あるいは最近のスタグフレーション）の原因を大企業による管理価格の設定
に帰しうるかどうか， という点にその問題意識をもっていた。しかし，この点はさしおく
として，ここでは，管理価格概念の規定，ないしはこの概念提起の意義といった問題に限
定し，簡単にこの期の議論の特徴づけをしておきたい。まず管理価格の概念にかんしてい
えば，この期の議論の特徴は， 2つの視点一一管理価格をたんに価格の硬直的なビヘイビ
アにおいてのみ把える色彩の強かった初期のミーンズ的規定ではなく，需要ならびに費用
の変化との関係において価格の硬寵性を問題にする視点18), および市場構造上の要因に
17)この報告書の主要論点については，同書邦訳のあとがきにおける要をえた紹介を参照
されたい。
18) A. バーンズ (Burns)は， 管理価格インフレーションについての強い問題意識をも
って， 「管理価格はコスト条件の変化に応じて変化しないことがある」 と指摘するとと
もに，さらに「管理価格は価格競争を弱めることにより，競争の圧力を受けないような
コストを認容することがある」との新たな問題提起を行なっている（文献26,邦訳97ペ
ジー）。
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管理価格の起因を求める視点—の明確化にあると考えられる。
この 2つの視点のうち第2のものについて一言するなら，ガルブレイスは，特定市場内
の企業がかなり少数である場合，もしくは1ないし2の企業がその市場シェアーの大部分
を保持し， 強力なプライス・リーダーシップを行使しうる場合には， 企業は何らかの形
態で自己の価格に対するかなりの裁量権を享受するであろう （文献 16, Part 1, p, 34) 
と述べ，管理価格が市場構造にその起因をもつことを明示した19)。 また， ミー ンズは，
価格硬直性による管理価格の規定に従いつつも，上掲の報告書（文献26)においては，参
入障壁に特に注目し，参入が困難であるような条件下では競争的収益率よりもかなり高い
価格が設定され，維持されうることに管理価格の問題性を見出している。
ところで，この時点の議論において注目すべきもう 1つの点は，管理価格概念提起の意
義に対する疑問ないし否定的立場を提示する J.ステイグラー ， M.A.アーデルマン等の
視点である。まず，ステイグラーは，ミーンズの「生産業者，または販売業者によって設
定され，ある期間を通じて，また一；車の取引を通じて一定に維持されている価格」 （文献
16, Pt. 1, p. 75)との定義が「嘆かわしい程漠然としたもの」（文献 23,p. 4. 邦訳文
献 26,446ページ）であるといい，①価格固定の期間が大体においてさえ示されていな
ぃ，②価格の硬直性が取引回数を反映するかもしれず，需給変動に対する適応を妨げると
いうことも明らかでない，③価格変動回数の差違は報告者数にも依存する，④公表価格の
ビヘイビアは価格の実際の動きを必らずしも反映しない，という問題を指摘した。このう
ち実証面にかかわる③と④は別として，①と②は管理価格のミーンズ的定義の限界をつい
たものといえよう。
これに対し，アーデルマンは，管理価格論が「誤まった理論」といった科学的体面すら
もつものではなく， 「理論」というよりもむしろ「理論の必要の回避」である（文献 21,
pp. 18~9), と激しい言葉を管理価格概念とその提起者に浴ぴせかけるとともに， 「なぜ
価格および生産のパターンが現状通りであって，それ以外ではないのかということを説明
するためには，供給，需要ならびに市場支配の分析，すなわち，競争，独占，共謀，不完
全共謀などのモデルを設定し， どれが最適であるかを検討することが必要である。『管理
価格Jという言葉を口にすれば，このような努力はすべて省略され」（文献 26,50ペー シ）
19)小林好宏氏は， ミーンズの従来の定義を管理価格の広義の定義とし，ガルプレイスの
この視点に代表されるように高集中下で管理的に設定される価格をもって狭義の定義と
している。小林好宏「管理価格」ダイヤモンド社， 1971,8~17ペー ジ。
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ることになる，との注意を与えた。ここで彼の言おうとしているのは，管理価格という言
葉で表現されてきた価格ビヘイビアの起因，およびその経済学的インプリケーションを理
論的に解明することこそが課題である，ということであろう。いわゆる管理価格論は，こ
れを価格決定理論としてみても，きわめて多様な理論問題を包含しているのであるが，こ
のアーデルマンの批判は，それらの問題の解明のための分析手法の検討の必要性を指摘す
るものであったといえよう。
ところで，市場構造との関連で管理価格の定義づけをしようとする前述の視点について
も，もしアーデルマンの批判をこれに魏案するなら，課題となるのは市場支配の分析，ぁ
るいは寡占価格の決定理論の究明であるということになるであろう。ミーンズにせよ，ガ
ルブレイスにせよ，こういった疑念への解答を用意していたとは考えられない。
管理価格をめぐる議論は，その後，管理価格インフレーションにかんするいくつかの実
証研究（文献 22,25, 28など）を経てきたが，今日の到達段階を示す文献としては，ぃ
わゆるニール・レボート（文献29),ステイグラー・キンダール・レボート（文献30), ミ
ーンズ論文（文献31)の3つをあげうる。ここでは，ニール・レボートについては管理価
格の基本性格にかんする理解に新たな示唆を与えるものとして次節にゆずり，後の2つつ
の文献を一べつしておく。ステイグラーとキンダールは，ステイグラーが先に示したミー
ンズに対する実証面での2つの批判点に留意しつつ，そのほとんどが高集中産業であるよ
うな70商品について，買手の報告にもとづく新しい卸売物価指数を作成し，この指数が過
半の商品について， 1957年から1966年に至る期間の景気動向に対応する上下運動を示すこ
とを検出した。彼らはこのことをもって，「価格の硬直性，もしくは“管理”が重要な現象
であることを示唆するような証拠は何ら見出せない」（文献 30,p. 9) と論じた。これに
対し， ミーンズ論文は，管理価格（ここでも変動頻度に表現される価格ビヘイビアによっ
て管理価格を摘出する視点は維持されている）の価格動向について，これを最気動向との
関連で非伸縮性（競争的市場価格ほどには変動しない），硬直性（実質的な価格変化なし），
反循環的ビヘイビア（不況期に価格が上昇し，好況期に下落する）の3つのタイプに分け，
当初の管理価格論における焦点が相対的非伸縮性にあったにもかかわらず，ステイグラー
等は「管理価格の命題が相対的非伸縮性と何ら関係がないとの考え」（文献 31,p.294)を
いだいている，と述べ， レボートの誤認を指摘した。ミーンズはさらに．このレボートに
従い， 同一のデータで後二者のタイプを分析したとしても． 「より注意深く検討すれば」
彼らの結論とは逆の結論に達しうることを指摘し，むしろ，管理価格のこのようなタイプ
が目立つようになったことに，管理価格論の「新局面」を見出した。この議論では，ミー
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ンズが需要の変動との関連における価格動向についての自己の視点を明確にし，そのなか
で最近の価格動向についての新たな特徴づけをなしている点が注目される。
皿 管理価格の基本的性格
以上の40年にわたる議論にもかかわらず，「管理価格」という言葉はその定義そのものが
いまだに必らずしも明らかでなく，またその概念提起の意義からして依然として疑問視さ
れているといえよう。管理価格は，もともと，価格ビヘイビアにおいて現われた現象につ
いて，これを企業による価格の管理という側面から説明しようとする視点に発するもので
あり，きわめてボジテイプな性格をもつ概念である。したがって，その定義づけに際して
は，実証面での有効性をもつような機能的な定義が求められる傾きが強かったといえる。
しかるに，このような実証分析への指向性は管理価格論においてはきわめて重要な側面で
あるけれども，管理価格の基本的性格を明らかにし，その概念提起の意義を明示するとい
う点では，そのことがかえって，議論にあいまいさを残す原因となったように思われる。
これまでの議論から管理価格の規定を導き出すとすれば， それは，価格の管理的な設
定，硬直的な価格ビヘイビア，寡占的な市場構造の3側面に集約して把えうると考えられ
る。そのなかでなかんずく議論が集中したのは，①価格ビヘイビアについて，それを価格
の変動頻度あるいは変動幅といった価格変動の形態自体において把えるのか，それとも価
格決定要因（費用，もしくは需給変動）との関係でみた一定期間の価格動向において把え
るのか， ②そのような価格ビヘイビアの起因として市場構造上の要因をあげうるかどう
か，という点であったが，このような諸論点は管理価格問題の諸側面を指し示し，またそ
の究明に資するものであった。しかし，管理価格の特徴が，この場合には，市場構造，企
業の行動様式，価格ビヘイビアといった諸側面において検討されているのであって，たと
えそのような検討が不可欠であるとしても，管理価格を規定づけるものがこれらのうちの
どの側面のどのような特徴であるのか，ということを明らかにする上では，研究の進展が
かえってあいまいさの拡大を触発したともいいえよう。
ところで，前述のニール・レポートはアメリカの従来の反トラスト政策のもつ限界を痛
切に示すものとして管理価格という表現を用い，その端的な定義づけを行なっている。そ
れによれば， 「少数企業からなる市場では共謀と同等の効果が共謀なしでも生じうる」の
であり，「“プライス・リーダーシップ”とか“管理的価格設定” といった言葉は， しばし
ば，構造の不可避的な結果であるようなビヘイビアを示すものでしかない」（文献29,P. 
5643)という。しかるに，ここでいわれているビヘイビアーー構造の不可避的な結果とし
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て共謀と同等の効果を生じるビヘイビアーは，産業組織論でいうところの市場行動の一
形態すなわち黙契 (implicitbargaining)に他ならない。この視点にたてば，管理価格
は，黙契により設定される価格と規定しうるであろう20)。
管理価格という用語は， ミーンズの当初の定義にもみられるように，元来，価格が「管
理的行為により設定され」 （文献1)るとの認識に由来するものであり，その後の諸定義
においても価格が「管理的に定められ」ること，あるいはさらに「管理的に維持され」る
ことがその不可欠の要素とされてきた21)。 しかし，この場合の「管理的」という用語の
内容は必らずしも明らかでなく，そのため，管理価格の定義づけに際しては，このような
価格設定行動における特徴とともに，価格ビヘイビア，市場構造の状態を並記し，いわば
その定義の弱点を補強してきたとも考えられる。
いわゆる市場行動は， 企業が追求する目的， およびそれのとる方法という側面ととも
に，売手のさまざまな政策が市場において相互に作用し合い，調整されていく過程として
も把えうる22)。 企業が管理的に価格を設定するという場合には，市場行動のこの2側面
20)わが国では．すでに越後和典教授が「管理価格を不完全市場で形成される価格ないし
寡占価格一般としてではなく． “黙契”による価格と規定し（このような規定によって
はじめて管理価格問題の本質が明らかとなる）……」 （越後和典「管理価格をめぐる基
本的諸問題」，『公正取引」 1970年7月号， 3ページ）と述べ，この視点を明示しておら
れる。
21)バーンズは，管理価格の主要な特性として，コストとの関係でみた前述の2点ととも
に，「価格決定者が価格を決定し，市場でそれを実施する力を反映していることがある」
（文献27,97ページ） という点をあげている。 このような視点は広く受け入れられてい
るのであって， 例えば， ヵプラン等も， 大会社がかなりの占拠率を占めている分野で
は， これらの会社の価格設定の多くは，「市場が受けると期待される価格を定めるとい
う意味において，管理されている」 といえるのみならず， 「市場の動きにかなり影響を
及ぼす価格を設定するという意味においても，管理されている」（文献18,p. 282, 邦訳
352ページ）という。 また，反トラスト・独占小委員会の報告の定義は「管理的に定め
られ，管理的に維持され，市場の変化に無感党な価格」（文献16,Part 1. p. 39)とし
ている。なお， わが国の独占禁止懇話会の定義は，「市場が寡占状態にあることを原因
として生ずる需要やコストの変動に対して下方硬直的な価格で，カルテルによる価格操
作や政府による価格支持制度等を伴わないもの」（前掲「管理価格(1)」4ページ）とす
るが，この定義では，管理価格の発生条件， もしくはその特徴についてはきめの細かい
限定づけをしているけれども，価格設定行動面での規定はない。
22) J. S. Bain; Industrial Organization, 2nd Edition, 1968, p. 9, 宮沢健ー監訳「産
業組織論jl:., 丸善株式会社， 1970.10ページ参照。
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のうちの前者に属する行為を指していると思われるが，黙契は市場行動の後者の側面ー企
業の市場における調整過程ーーにおける 1つの類型である。したがって，ここで問題とさ
れているのは，個別企業の価格決定方法としての「管理」ではなく，その価格が「維持さ
れ」うるという意味での「管理」である，ということになる。ベインは，市場行動の分析
に際して，価格と生産量の決定が実際には，完全な共謀と完全な独立性の両極のタイプを
もって行なわれるというよりむしろ，多くの場合その両者の中間的なパターンをとってい
ると述べ，そのような中間的パターンとして，諸種の不完全な共謀 (incompletecollus-
ion)とともに，「協定なしの相互依存行為」をあげている23)。
「黙契」はこの「協定なしの相互依存行為」において把えうる市場行動の1パターンで
あるが， これをベインの説くところに従って論述すれば次のようになろう。各々の売手が
十分な市場シェアーを占めているとすれば，各売手の価格変化（あるいは産出高の調整）
は他の売手の価格もしくは，販売量に重大な影響を与えるのであって，そのため，この売
手の価格，産出高政策はライバルによる対抗措置を受けるであろう。したがって，寡占市
場においては，個々の売手はライバルの予期される対抗措置を考慮にいれながら，自己の
価格，産出高を設定し，あるいはその変更を行なわざるをえない。この場合この産業内の
売手グループの間には，「認識された相互依存性」が存在するのであるが，その場合には，
売手は，協定やそれに類する方策を使うことなく，独自に行動しているとしても，その行
動の仕方は，完全な独立性にもとづく売手の行動とは大いに異なるのであって，その効果
は共謀に類似したものでありうる。このような相互依存関係のなかでは，売手の価格（な
いし産出高）変更の公表は直接の意思疎通なしになされる黙契の申出（例えば， 「貴社は
当社の価格引上げに同調するや否や。もし同調しないなら，当社は価格引上げを撤回する
であろう」という申出）となるのであって，ここでは，互いに受け入れうる販売価格水準
を設定しようとする黙契過程がライバル同士の間に自動的に起こりうるのである24)。 し
かるに，寡占企業が共同利洞極大化と単独利潤栖大化という相対立する行動動機を合わせ
もっとの視点25) からすれば， 「互いに受け入れうる販売価格水準を設定しようとする」
この過程は，共同利澗極大化動機への傾きを強くもつものとして行なわれるのであり，企
業の協調的行動を示すものである。
ところで，このように市場行動上の1バターンである黙契に着目し，これによって設定
23) Ibid., pp. 306~9, 前掲書327~331ペー ジ。
24) Ibid., pp. 314~5, 前掲書337~8ペー ジ参照。
25) Ibid., pp. 118~123, pp. 317~320, 前掲書122~7ペー ジ， 340~4ペー ジ参照。
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される価格を管理価格と規定する場合にも，なおかつ1つの問題が生じうる。すなわち，
ー企業の独占状態もしくは原子状の競争状態のもとで生じるいわゆる「独占価格」あるい
は「競争価格」は，それぞれ市場構造上の特徴から一義的に規定することが可能であろう
し，また，いわゆる「カルテル価格」は共謀という市場行動上の明確な判定基準を有して
いる（たとえ黙示の共謀 (tacitcollusion)の場合でも，それが摘発の対象となる一定の
「証拠」を有することが想定されている）のに対して，黙契はこれを検出するための単一
の判断基準を摘出することはきわめて困難である26)。つまるところ，管理価格の検出は，
市場構造，市場行動，市場成果の各面にわたる一種の状況判断に依存する他はないのであ
る。しかも，管理価格はきわめてボジティブな概念であり，その定義に際しては機能的定
義が求められる。前節でみた管理価格の定義をめぐる一種の混乱状態は，管理価格のもつ
このような基本性格に由来するものと考えられる。
かくして，管理価格 黙契により設定される価格ー一の理解においては，その成立条
件，個別企業における価格設定の方式ー一例えば，マーク・アップ方式ー一-,価格ビヘイ
ビア，さらには独占的超過利潤の存否といった構造・行動・成果の諸側面の特徴が重要な
意味をもつのであって，前述の諸議論もそれがこれらの諸特徴を明らかにするものである
26)前述の黙契にかんする説明からすれば，当該産業内の諸企業の価格変更の時期とその
幅の同一性において，かなり直接的に黙契の存在を検出しうるとも考えることができよ
う。しかし，この場合にも，この同一性の含意は，ー企業の新たな価格設定に対し，ラ
イバル企業が即時的にプライス・リーダーの価格設定に同意を示し，同一価格を直ちに
設定することにのみあるのではない。むしろ，この同一性の意味するところは，上記の
ケースとか，あるいはライバル企業が不同意の意を示した場合（以前の価格を維持する
か， リーダーとは別の価格を設定する場合）にプライス・リーダーが1回目の提案とは
異なる提案（以前の価格を維持するとか，ライバルの設定する価格に追随するとか，全
く別の価格を再提案するとか）をするといったケースの結果として，一定期間内にほぼ
同一幅の価格変更が行われ，この期間以外には価格変更が行なわれないことにある。そ
うであれば，ここでの同一性は厳密な意味ではいいえないのであって， どの程度同一で
あれば黙契といいうるのかという問題が残存する。また，ステイグラーのいうように，
価格の同一性が売手の独立的価格政策の存否Iこは依存しないという見解には同意し難い
としても，彼がいうように，価格の同一性は買手と売手のもつ情報の完全さにも依存す
る（文献 23,p. 10. 邦訳文献26,455ページ）ことは否定し難いのであって，時には諸
企業が買手の情報の不完全さを考慮に入れ一定の価格差を互いに認め合うというような
黙契形態をも考えうるであろう。
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限りにおいて，積極的に評価されるべきであろう。以下，これらの諸特徴が前述の管理価
格の基本的性格とどのような関係にあるかについて簡単に述べておきたい。
まず第1の問題は管理価格成立の構造上の条件である。寡占市場が他の市場状態（純枠
競争，独占，独占的競争）と異なる点は，後者においては，個々の売手はその行動に際し
て．これに対するライバルの反作用を無視するのに対して，前者では，個々の企業が直面
する需要条件は， 自己の政策に対する他企業の反作用にかんする想定に依存する点にあ
る27)。 このことは寡占的相互依存性の存在を示すものであるが，黙契はこの相互依存関
係にその成立の根拠をもつことは先にみたとうりである。しかしながら，相互依存性の認
識は，その産業内の企業をつねに協調的行動に導くわけではない。十分に集中的で参入障
壁の高い寡占市場では共同利潤極大化政策の成功が常態であるといえても，非集中的な寡
占市場では，ある程度の「認識された相互依存性」がたとえ認められるとしても，独立的
敵対的な動機が共同利洞極大化の動機に打ちかつか，あるいはそれを大いにほりくずし，
多かれ少かれ競争的な価格政策に導く可能性が大きい。したがって，管理価格は寡占市場
一般において生じうるのではなく，むしろ寡占のある種のタイプにおいて生じうるという
べきであろう。また，強い寡占的相互依存性の存在が黙契の成立において結実するかどう
かは，市場の成長率，企業戦略といった市場構造以外の要因によっても左右されるのであ
って，市場構造はあくまでも管理価格成立の必要条件であり．十分条件ではないことに留
意すべきであろう。
第2に，個別企業の価格設定方式が問題になる。現代資本主義の諸条件のもとで企業．
なかんずく大企業が価格管理の方法として，フルコスト原則ないしはマーク・アップ方式
といわれるような特有の価格設定方式を採用することは• R. L. ホールと C.J.ヒッチ，
ならびにカプラン・ダーラム・ランチロッチがそれぞれ行なったアンケート調査の結果の
27) D. ニー ドハムは， このような市場区分の方法にとくに着目し， 寡占市場の特殊性を
明らかにしている。なお，彼の場合とくに注目されるのは，この視点を参入理論に拡充
し，「参入理論は， 政策決定という点では既存企業と考えられる企業数を， こうした集
団にはまだ含められていないとしても産業に参入することにより既存企業の政策に対抗
するかもしれない企業にまで拡大するだけでよい」との考えを示していることである。
D. Needham; Economic Analysis and Industrial Structure, 1969, p. 83, pp. 108 
~9, 内藤英憲，中山靖夫訳『産業構造の経済分析」東洋経済新報社， 1970,88~9ペー
ジ， 130~1ペー ジ。
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示すところでもある28)。このような価格設定方式は，現実の企業行動がいわゆる限界原理
にしたがっていないのではないか，という問題を提起したものとして，価格決定理論上の
議論を惹起したのであるが，この場合，注目すべきことは，互いに相互依存関係を認識し
合っている個別企業は，現実の需要曲線にもとづいて利潤極大化を求めるのではない，と
いう点である。寡占企業の直面する需要曲線は，自己の行動に対するライバルの反作用に
ついての想定にもとづくところのいわば想像上の需要曲線ともいうべきものであり，この
ため企業の価格設定行動においては自己の判断にもとづく一定の自由裁量領域が生ずる。
ホールとヒッチも，スウィージーの屈折需要曲線を用いて，需要の変動にもかかわらず価
格が硬直的でありうることを説明している29)が， その場合の含意もこの点にあったと考
えられる。
しかるに， カプラン等のビッグ・ビジネスの価格政策の研究においては， 「目標収益主
義の価格形成を目標にするという点では，各社はある程度一致していた」としても， 「各
社の方式がもつ精密度と実行の度合という点になると，あまりにも開いている」（文献 18,
p. 284, 邦訳 355ページ）という指摘がみられるのであるが，このことは，一面では，大
企業の価格管理が，例えばガルプレイスのいうように， 「大企業体制の発展にともなって
おのずから必要になるものである30)」ということを示唆すると考えうるけれども， それ
とともに，そのことから直ちに，価格管理が「市場の動きにかなり影響を及ぼす価格を設
定するという意味においても」（文献 18,p. 282, 邦訳352ページ）なされているといいき
ることはできない，ということをも示すものであろう。つまるところ，上述の価格設定方
式は，大企業において一般にみられる価格管理の方法と考えうるのであるが，そのようう
に設定された価格が市場において現実に維持されるや否かについては，その産業の市場構
造の状態に裏打ちされた市場行動のパターン（諸企業の行動に限定されるのではなく，む
28) R. L. Hall and C. J. Hitch; Price Theory and Business Behavior, Ox/ ord 
Economic Papers, No. 2, March 1939. ならびに A.D.H.Kaplan, J. B. Dirlam, 
R. F. Lanzillotti, 文献18.
29) R. L. Hall and C. J. Hitch, op. cit. pp. 117~8. 
30) J. K. Galbraith; The New Industrial State, 1967, 都留重人監訳『新しい産業国
家」河出書房新社， 1968,221ページ。彼は，この必要性が「生産に要する時間と資本の
固定化」に起因すると考える。いずれにしても，現代資本主義のもとでの生産力の発展
が固定費用の増大の誘因となり，そのことが，価格管理の必要性に導くことは疑いえな
vヽ
゜
53 
462 爛西大學『経清論集」第22巻第4号
しろここでは，それらの行動が市場において作用し合い，調整される過程が問題である）
に依存する。前述のような管理価格の定義は価格管理のこの側面に主眼をもつのである
が，このような管理価格の成立は，マーク・アップ方式等の大企業の価格設定方式をより
安定的たらしめ，これを慣習的方式たらしめる条件となりえよう。
第3の価格ビヘイビアにかんする議論は前節でみたように，管理価格をめぐる論争のな
かで大きなウェイトを占めてきた。この問題については，変動頻度，変動幅，価格の同一
性81) といった価格自体の動きに即してみる場合と，需要やコストのような価格決定要因
の変化との関係で価格動向をみる場合との2つの視点から考えることができる。まず，前
者の場合について，ここでは変動頻度の問題に限定していうなら，価格の変動回数が極度
に少ないということは，それ自体需要の変動に即応した価格変化がみられないことを示す
ものであり 82), しかもそれが価格の動きそのものに直接みられる現象であるのであって，
管理価格問題に注目する人々が当初よりこの現象に着目したのももっともであった，とい
える。しかし，価格改訂回数の減少傾向は多かれ少かれ工業製品一般について語りうるの
であり，なかんずく前述の大企業の価格設定方式は公表価格の不断の変更にはなじまない
であろう。要するに，ミーンズ自身もいうように，この意味での価格の硬直性は，大企業
体制のもとでの技術的条件に規定されたものであり，必らずしも黙契の存在に規定された
ものとはいいきれない。
しかるに，一定期間（例えば，景気の上昇局面，もしくは下向局面）の需要と費用の変
化に対する価格の相対的な伸縮性についてはどうか。この問題は，景気後退の深化・長期
化，あるいは最気後退下の物価上昇といった管理価格をめぐるマクロ的問題意識において
は，大きな意味をもつと考えられる。しかし，このような価格の伸縮性についても，それ
が管理価格の一帰結とはいいえても，管理価格の存在と一義的な関係をもつとは考えられ
ない。この両者の関係についても，他の判断材料を勘案した比較検討が求められる。とこ
ろで，費用と価格の関係については，さらに，「長期の，非周期的な (secular)価格伸縮
31)価格の同一性のもつ問題については,(26)を参照。
32)ステイグラーのいうように大学の授業料が年1回しか変更されなくともこれは取引回
数が年1回であることを反映している，といった例（文献 23,p. 4, 邦訳文献 26,446
ページ）は，たしかに，公表価格の変更のもつ意義についての留保条件を示している。
しかし，このことをもって，価格変動頻度が需給条件の変化に対する非感応性と一定の
関連性をもつことをも否定するわけにはいかないであろう。
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性88)」をも考えうるのであるが， これは長期的利潤マージンに反映するであろう。 した
がって，この意味での価格伸縮性は，市場成果の主要基準の一つである資源配分成果を示
す指標として，管理価格の検出においてもそれのもつ問題性を示す上で重要な意味をもち
うる84)。
最後に，管理価格のもつ反トラスト政策上の問題について，ニール・レボートとの関係
で一言しておきたい（文献 29,pp. 5643~4参照）。ニール・レボートは前述のように，
「寡占市場においては各々の売手は，彼の産出高が市場全体に及ぼす効果，ならびに彼の
意思決定に対する他の売手の蓋然的反作用を考慮しなければならないのであって，彼らの
結合的意思決定 (theircombined decisions)の結果は，独占者の利潤極大的意思決定に
類似しているかもしれない」と述べ，寡占市場における相互依存関係の存在とその効果に
注目する。このような視点に立って， レボー トは， 「売手の少数性が協定を容易にするの
みならず，通常の意味での協定は不必要であるかもしれない」ことを指摘するのである
が，かかる指摘は，先にみた「構造の不可避的な結果であるようなビヘイビア」としての
管理的価格設定が共謀と同じような望ましくない市場成果に導きうる，との認識に依拠し
ている。
ところで，この場合，政策上の問題となるのは，既存のシャーマン法の運用においては，
このような共謀にもとづかない協調行動を有効に規制しえない， という問題である35)。
当該レボートは，このビヘイビアの誘因である市場構造に対する「直接規制措置」の必要
性に留意しつつ，集中の低下を目的として．企業の分割をも含む特別な法的救済措置を勧
告している。このレボートの提案する「高度集中産業法 (ConcentratedIndustries Act)」
33) J. S. Bain, op. cit., pp. 427~8. 邦訳前出463ペー ジ。
34)ベインによれば，独占的価格，産出高政策によってもたらされる独占的超過利潤：士，
予想外の利潤，危険報酬，革新報酬といった他の諸種の超過利潤とは異なり，所得分配
をゆがめ，用途間の資源配分のゆがみを反映し，しかも各産業の長期平均利洞において
反映される傾きのある唯一の超過利潤である (Ibid.,p. 401, 前掲書434ペー ジ参照）。
35)黙契と暗黙の共謀との境界線はしばしば不明瞭である。共謀の証拠が明示しえないよ
うな暗黙の共謀についても，周知のように，既存の法律による規制には限界がある。な
ぉ，ステイグラー等の管理価格の意義を否定する議論は，これを反トラスト政策上の議
論として考えるなら，アメリカ経済内に存在する独占力は「その多くは，シャーマン法
の適用範囲内にある」（文献 23,p.13, 邦訳文献27,459ページ）との視点に立脚するも
のと考えうる。
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は，このような観点に依拠するものである。しかるに，このレボートは．このような提案
が経済学的な意味においてのみならず， 「政治的干渉に対する誘惑」を抑制する意味にお
いても必要なのであると考える。すなわち，高集中に支えられた黙契に起因する上述の幣
害は，「価格（ならびに他の意思決定）の規制」，もしくは「競争的市場構造の改善」によ
ってしか除去しえないのであって，私的意思決定を選択する立場に立つとすれば，後の措
置がより望ましいとされるのである。ともあれ，管理価格問題が今日その救済策としてこ
のような二者択ーを迫るに至っていることは注目に価するものであろう。
IV結 び
本稿ではアメリカの管理価格論争を不十分ながらもフォローすることにより，管理価格
の諸定義の検討をつうじてその概念を幾分なりとも明らかにし，合わせてその基本性格に
照らしてその諸特徴を検討することを課題とした。また，そのなかで管理価格の機能上の
定義についても関説してきた。
本稿では，管理価格の基本的性格を表現しうる定義としては，黙契により設定される価
格という定義が適切であるとの考えを示したのであるが，このような黙契は，寡占市場の
もとでの「認識された相互依存性」にその成立根拠をもつ。このような視点からすれば，
管理価格が市場構造の状態との密接な結びつきにおいて把えられることは否みえないので
あるが，なおかつ，管理価格が寡占的市場状態において生じる寡占価格一般と同一視され
えないことは強調されるべきであろう。管理価格は， 「寡占価格の特徴をもっとも典型的
に示している」36)といいうるとしても，それがどのような意味でそういえるのかが問われ
るべきであろう。管理価格は黙契という諸企業の協調的行動にともなって生ずる寡占価格
であり，そうであるがゆえに，それは，寡占下での独占的市場支配力の集中的表現たりう
るのである。
だが，それとともに，管理価格についてのこのような定義には一定の困難が付随してい
ることも否めない。すなわち， これの実証面で利用しうる規定を与えようとする場合，黙
36)小林好宏，前掲書98ペー ジ。なお， マルクス経済学において言われる「独占価格」
は， これを独占資本（あるいは， ビッグ・ビジネス）がその市場支配力を背最として設
定する価格と定義するとしても，単独企業による一産業の独占的支配のもとで設定され
る「独占価格」がその主要形態ではなく，少数企業の支配にもとづく「寡占価格」が支
配的位置をしめる。したがって，ここで寡占価格についていいうることは独占価格にも
該当する。
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契はその性格からして検出因難である37)という難点が生じる。要するに，管理価格の検出
に際しては，市場構造，価格設定方式，価格ビヘイビアといった諸側面の特徴からする一
種の状況判断によるしかないであろう。管理価格論争は，大旨，これらの諸特徴の検討に
主要論点をおいてきたのであって，従来の議論は管理価格の実証分析における問題点を明
らかにする役割をも果してきたといえよう。その意味では，今後とも，価格ビヘイビアを
めぐる論点を中心として従来重ねられてきた諸研究のさらに入念な検討が求められるであ
ろう。本稿ではこういった議論の一定の位置づけを試みているけれどもこの点での論究が
不十分なままにとどまっていることは否みえない。また，これらの諸特徴を示す諸指標の
測定方法，ならびにその場合のデータ処理にかんする問題は，諸種の実証分析の検討に即
して取扱われるべきであり，今後の検討課題として残されている。
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